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無断転載・無断複製禁止 

学習目標（第１及び第２） 

法律の試験問題に対してどのように解答をするのか，この点に関する具体的なイメー

ジを早期に持つことが，合格するための正しい試験勉強をするためには，非常に重要で

す。そこで，ここでは，問題と解答例を見比べながら，なぜこのような解答になるのか，

このような解答を作成するためにはどのような勉強をする必要があるのか，という点に

ついて確認します。 

 

第１ 法律答案作成の基礎  

１ 論点のないケース⑴ 

〖例題１（民法）〗 

Ａは，令和２年４月１日，Ｂとの間で，Ａ所有の絵画甲を代金 100 万円で売る旨の契

約（以下「本件契約」という。）を締結し，同日，絵画甲をＢに引き渡した。本件契約締

結の際，契約書その他一切の書面は作成されなかったが，代金の支払期日は，同年５月

31 日と定められた。しかし，同年５月 31 日が到来した後も，Ｂは，Ａに代金 100 万円の

支払をしていない。この場合，Ａは，Ｂに対し，100 万円の支払を請求することができる

か。 

 

 

 

〖解答例１〗（丁寧に論じた場合） 

 ＡのＢに対する請求の根拠は，売買契約（民法 555 条）であると考えられる。売買契

約の成立要件は，当事者の一方がある財産権を相手方に移転することを約し（①財産権

移転の合意），相手方がこれに対してその代金を支払うことを約すること（②代金支払の

合意）である。本件契約は，Ａが絵画甲の所有権をＢに移転することを約し，Ｂがこれ

に対してその代金 100 万円を支払うことを約するものであるから，①及び②を満たす。

したがって，ＡＢ間では，Ａを売主，Ｂを買主とする売買契約が成立している。そのた

め，Ｂは，Ａに対して代金支払義務を負う。                          

 よって，Ａは，Ｂに対し，売買契約に基づいて，100 万円の支払を請求することができ

る。                                   以上            

 

〖解答例２〗（簡潔に論じた場合） 

 Ａは，Ｂに対し，売買契約（民法 555 条）に基づいて，100 万円の支払を請求すること

ができる。なぜなら，本件契約は，Ａが絵画甲の所有権をＢに移転することを約し，Ｂ

がこれに対してその代金 100 万円を支払うことを約するものであるため，その締結によ

りＡＢ間に売買契約が成立しているからである。               以上                         
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無断転載・無断複製禁止 

〖解答プロセス〗 

⑴ 問いを確認する・事案を読む 

⑵ 法的根拠の有無・内容を検討する 

⑶ 法的根拠を踏まえて問いに解答する 

 

⑴ 問いを確認する・事案を読む 

（問い）Ａは，Ｂに対し，100 万円の支払を請求することができるか 

（事案）ＡＢ間では，本件契約が締結されている 

 

⑵ 法的根拠の有無・内容を検討する 

ア 解答に必要である（と思われる）条文を六法で検索する 

民法 

（売買） 

第 555 条 

売買は，当事者の一方がある財産権を相手方に移転することを約し，相手方が

これに対してその代金を支払うことを約することによって，その効力を生ずる。 

 

（契約の成立と方式） 

第 522 条 

契約は，契約の内容を示してその締結を申し入れる意思表示（以下「申込み」

という。）に対して相手方が承諾をしたときに成立する。 

２ 契約の成立には，法令に特別の定めがある場合を除き，書面の作成その他の方

式を具備することを要しない。 

 

イ 条文の内容を検討する 

（ア）売買契約の成立要件 

①当事者の一方がある財産権を相手方に移転することを約すること（財産権移転

の合意） 

②相手方がこれに対してその代金を支払うことを約すること（代金支払の合意） 

※書面の作成その他の方式を具備することは要件ではない。 

 

（イ）売買契約成立の効果 

①売主の買主に対する代金支払請求権の発生（買主の売主に対する代金支払債務

の発生） 

②買主の売主に対する財産権移転請求権の発生（売主の買主に対する財産権移転

債務の発生） 
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無断転載・無断複製禁止 

⑶ 法的根拠を踏まえて問いに解答する 

 ア 当てはめ   

売買契約の成立要件 

①当事者の一方がある財産権を相手方に移転することを約すること 

②相手方がこれに対してその代金を支払うことを約すること 

 

本件契約の内容 

Ａが絵画甲の所有権をＢに移転することを約し，Ｂがこれに対してその代金 100

万円を支払うことを約した 

 

    →要件①及び②が満たされる 

→ＡＢ間ではＡを売主，Ｂを買主とする売買契約が成立 

→ＡのＢに対する 100 万円の代金支払請求権の発生（売買契約成立の効果） 

 

イ 結論 

Ａは，Ｂに対し，売買契約に基づいて，100 万円の支払を請求することができる 

 

 

 

 

〖法律答案作成に必要な能力〗 

 

 

条文を検
索する能

力 

条文を事
実に適用
する能力 

条文の適用
を文章で表
現する能力 
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無断転載・無断複製禁止 

２ 論点のないケース⑵ 

〖例題２（民法）〗 

Ａは，令和２年４月１日，Ｂとの間で，Ａ所有の絵画甲を代金 100 万円で売る旨の契

約（以下「本件契約」という。）を締結し，同日，絵画甲をＢに引き渡した。本件契約締

結の際，契約書その他一切の書面は作成されなかったが，代金の支払期日は，同年５月

31 日と定められた。その後，同年５月１日，Ｂの友人Ｃは，Ａとの間で，本件契約に基

づくＢの代金支払債務を保証する旨の合意をした。なお，この合意の際，保証契約書そ

の他一切の書面が作成されなかった。同年５月 31 日到来後，Ａは，Ｂに対し，代金 100

万円の支払を請求したが，無資力となっていたＢは，Ａに代金 100 万円の支払をしない。

この場合，Ａは，Ｃに対し，保証契約に基づく保証債務の履行として 100 万円の支払を

請求することができるか。 

   

 

 

〖解答プロセス〗 

⑴ 問いを確認する・事案を読む 

（問い）Ａは，Ｃに対し，100 万円の支払を請求することができるか 

（事案）Ｃは，Ａとの間で，本件契約に基づくＢの代金支払債務を保証する旨の合意

をした 

 

⑵ 法的根拠の有無・内容を検討する 

ア 解答に必要である（と思われる）条文を六法で検索する 

民法 

（保証人の責任等） 

第 446 条 保証人は，主たる債務者がその債務を履行しないときに，その履行をす

る責任を負う。 

２ 保証契約は，書面でしなければ，その効力を生じない。 

３ 保証契約がその内容を記録した電磁的記録によってされたときは，その保証契

約は，書面によってされたものとみなして，前項の規定を適用する。 

 

  イ 条文の内容を検討する 

（ア）保証契約に基づく保証債務の成立要件 

①主債務の存在，②保証契約の締結，③保証契約が書面でされたこと 

 

（イ）保証契約に基づく保証債務成立の効果 

債権者の保証人に対する保証債務履行請求権の発生 
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無断転載・無断複製禁止 

 

⑶ 法的根拠を踏まえて問いに解答する 

 ア 当てはめ 

要件 対応する事実関係 要件の充足 効果 

①主債務の存在 Ａは，令和２年４月１日，Ｂとの間

で，Ａ所有の絵画甲を代金 100 万円

で売る旨の契約を締結した 

〇 

ＡのＣに対

する保証債

務履行請求

権の不発生 

 

②保証契約の締結 同年５月１日，Ｂの友人Ｃは，Ａと

の間で，本件契約に基づくＢの代金

支払債務を保証する旨の合意をし

た 

〇 

③保証契約が書面

でされたこと 

この合意の際，保証契約書その他一

切の書面が作成されなかった 
× 

 

イ 結論 

Ａは，Ｃに対し，保証契約に基づく保証債務の履行として 100 万円の支払を請求

することはできない 

 

〖解答例〗 

保証契約に基づく保証債務（民法 446 条１項）の成立要件は，①主債務の存在，②保

証契約の締結，③保証契約が書面でされたこと（同条２項）である。確かに，ＡＢ間で

締結された本件契約によりＢはＡに対して債務を負っているから，①は満たす。また，

ＣはＡとの間でＢの債務を保証する旨の合意をしているから，②も満たす。しかし，Ａ

Ｃ間の合意の際，保証契約書その他一切の書面が作成されていないから，③は満たさな

い。したがって，保証契約に基づく保証債務は成立しない。よって，Ａは，Ｃに対し， 

保証契約に基づく保証債務の履行として 100 万の支払を請求することはできない。 

以上  
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無断転載・無断複製禁止 

要件１  

３ 法律効果発生の基本的イメージ 

 

 

                                   

 

 

                 

 

 

                                   

 

                      

                    該当 

                          事実は当事者が主張する 

 

 

  

 

                    証明 

                          証拠は当事者が提出する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

要件２ 

要件３ 

効果 

事実１ 

事実２ 

事実３ 

証拠１ 

証拠２ 

証拠３ 
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無断転載・無断複製禁止 

４ 論点のあるケース 

〖例題３（民法）〗 

Ａは，令和２年４月１日，Ｂとの間で，Ａ所有の絵画甲を代金 100 万円で売る旨の契

約（以下「本件契約」という。）を締結し，同日，絵画甲をＢに引き渡した。本件契約締

結の際，契約書その他一切の書面は作成されなかったが，代金の支払期日は，同年５月

31 日と定められた。その後，同年５月１日，Ｂの友人Ｃは，Ａとの間で，本件契約に基

づくＢの代金支払債務を保証する旨の合意をした。なお，この合意の際，保証契約書は

作成されなかったが，以下の書面（斜体部分は全てＣによる手書きである。）が作成され

た。 

 

 

Ａ様 

 

私は，Ｂが令和２年４月１日に絵画甲をＡ様から買い受けたこと 

により負うことになった代金 100 万円の支払債務を保証致します。  

令和２年５月１日  

Ｃ   Ｃ印 

 

 

同年５月 31 日到来後，Ａは，Ｂに対し，代金 100 万円の支払を請求したが，無資力と

なっていたＢは，Ａに代金 100 万円の支払をしない。この場合，Ａは，Ｃに対し，保証

契約に基づく保証債務の履行として 100 万円の支払を請求することができるか。 

 

 

〖解答プロセス〗 

⑴ 例題２と例題３の異同 

   例題２では，ＡＣ間の合意の際，保証契約書その他一切の書面が作成されないのに

対し，例題３では，ＡＣ間の合意の際，保証契約書は作成されなかったが，上記の書

面（以下「本件書面」という。）が作成された点が異なる。その他の点は同じである。 

 

⑵ 論点と解釈 

  本件書面が「書面」（民法 446 条２項）に該当する場合，保証契約に基づく保証債務

が成立する。他方，同条項の「書面」が保証契約書を意味する場合，本件書面は保証

契約書ではないから，保証契約に基づく保証債務は成立しない。 

このように，同条項の「書面」がどのような書面を意味するかは，一義的に明らか

とはいえない。そのため，「書面」の意義（意味・内容）が論点（争点）となる。そこ



金銭消費貸借契約書兼連帯保証契約書

平成○○年○月○日

住 所 ○○県○○市・・・（略）

貸 主 Ｘ 印

住 所 ○○県○○市・・・（略）

借 主 Ａ 印

住 所 ○○県○○市・・・（略）

連帯保証人 Ｂ 印

１ 本日，借主は，貸主から金三百萬円を次の約定で借入れ，受領した。

弁済期 平成○○年○月○日

利 息 年３パーセント（各月末払）

損害金 年１０パーセント

２ 借主が次の各号の一にでも該当したときは，借主は何らの催告を要しないで期限の利益を失い，

元利金を一時に支払わなければならない。

⑴ 第三者から仮差押え，仮処分又は強制執行を受けたとき

・・・・（略）

３ 連帯保証人は，借主がこの契約によって負担する一切の債務について，借主と連帯して保証債務

を負う。
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（注） 斜体部分は手書きである。

不動産売買契約書

売主Ｙと買主Ｘは，後記不動産の表示記載のとおりの土地（本件土地）に関して，下記条項のとお

り，売買契約を締結した。

記

第１条 Ｙは本件土地をＸに売り渡し，Ｘはこれを買い受けることとする。

第２条 本件土地の売買代金額は ２５０ 万円とする。

第３条 Ｘは，平成 ２６ 年 ９ 月 ３０ 日限り，Ｙに対し，本件土地の所有権移転登記と

引き換えに，売買代金全額を支払う。

第４条 Ｙは，平成 ２６ 年 ９ 月 ３０ 日限り，Ｘに対し，売買代金全額の支払と引き換

えに，本件土地の所有権移転登記を行う。

（以下記載省略）

以上のとおり契約を締結したので，本契約書を弐通作成の上，後の証としてＹＸが各壱通を所持す

る。

平成 ２６ 年 ９ 月 １ 日

売 主 住 所 ○○県○○市○○

氏 名 Ｙ Ｙ印

買 主 住 所 ○○県○○市○○

氏 名 Ｘ Ｘ印

不動産の表示

所 在 ○○市○○

地 番 ○○番

地 目 宅地

地 積 ○○○．○○㎡
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で，「書面」の意義を明らかにするため，解釈をする必要が生じる。 

 

⑶ 解釈の方向性 

 ア 条文の文言を重視する 

民法 466 条２項の「保証契約は，書面で」という文言 

→「書面」とは保証契約書をいうと解する 

 イ 条文の目的・趣旨を重視する 

保証は安易に行われがちであるのに，保証人となった者は，過大な責任を追

及される危険がある。そこで，民法 466 条２項は，保証意思が外部的に明らか

である場合に限り保証契約の拘束力を認めることにより，保証人を保護しよう

とした。 

→「書面」とは専ら保証人の保証意思が示されたもので足りると解する 

 

〖解答例〗 

１ Ａは，Ｃに対し，保証契約に基づく保証債務の履行として 100 万円の支払を請求す

ることができるか。 

２⑴ 保証契約に基づく保証債務（民法 446 条１項）の成立要件は，①主債務の存在，

②保証契約の締結，③保証契約が書面でされたこと（同条２項）である。 

⑵ア まず，ＡＢ間で締結された本件契約によりＢはＡに対して債務を負っているか

ら，①は満たす。 

イ 次に，ＣはＡとの間でＢの債務を保証する旨の合意をしているから，②も満た

す。 

ウ（ア）では，本件書面が作成されたことで③を満たすか。「書面」（同条２項）の

意義が問題となる。 

（イ）確かに，同条項の「保証契約は，書面で」という文言からは，書面とは保

証契約書をいうとも思える。しかし，同条項の趣旨は，保証意思が外部的に

明らかである場合に限り保証契約の拘束力を認めることにより，保証人を保

護する点にある。そうすると，書面とは専ら保証人の保証意思が示されたも

ので足りると解する。 

（ウ）本件書面は，Ｃが手書きで作成したものであるところ，そこには，ＢがＡ

に対して負う代金 100 万円の支払債務をＣが保証する旨の記載がある。そし

て，Ｃは，保証意思がなければ，このような記載のある本件書面を作成しな

いはずである。したがって，本件書面は，Ｃの保証意思が示されたものであ

るといえるから，③も満たす。 

⑶ よって，保証契約に基づく保証債務は成立する。 

３ 以上より，Ａは，Ｃに対し，保証契約に基づく保証債務の履行として 100 万円の支

払を請求することができる。                         

以上 
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第２ 短答過去問の利用 

〖例題（司・民事・Ｈ20－18 改題）〗 

保証（連帯保証を除く。）に関する次のアからオまでの各記述のうち誤っているもの

を組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

ア．保証契約は，書面でしなければ効力を生ぜず，電磁的記録によってされたとき

は，書面によってされたものとみなされる。 

イ．保証人に対する履行の請求による時効の完成猶予は，主たる債務者に対しても

効力を生ずる。 

ウ．保証人が債権者との間で保証債務についての違約金を約定した場合には，保証

人の負担は，主たる債務者の負担より重くなることがある。 

エ．主たる債務者の委託を受けて保証をした者は，主たる債務が弁済期にあるとき

は，自ら弁済をする前であっても主たる債務者に対して求償権を行使することが

できる。 

オ．金銭消費貸借上の債務を主たる債務とする法人間の根保証契約において，極度

額の定めがないときは，その根保証契約は効力を生じない。 

１．ア ウ   ２．ア エ   ３．イ ウ   ４．イ オ   ５．エ オ 

→短答過去問で問われる知識は，断片的であり，事実への適用まで求めるものは少ない 

→漫然と解いても，答案が書けるようにはならない 

→短答過去問は，知識の位置づけを意識し，答案を作成するための武器を蓄える目的で解

く 

  


